
様式９（添付１－３） 

令和７年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 
（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 

地方公共団体名【 延岡市 】 

令和７年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

〇 運営協議会（県） 

  （教育委員会及び国際交流部局等） 

〇  連絡協議会（県） 
  （教育委員会、学校管理職、学校の担当者等） 

〇  連絡会 

  （日本語教育指導教員、日本語サポーター、市教育委員会担当者） 

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

（１） 運営協議会、連絡協議会の市教委主催の連絡会の実施

（２） 日本語教育サポーターの配置（間接補助）

（２） 拠点校指導教員との連携及び支援訪問の実施

（３） 「特別の教育課程」の作成・実施状況調査の実施

（３） 「個別の指導計画」について作成

（４） 連絡会での成果や課題の発表及び協議

３．成果と課題  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

（１） 

・ 他の自治体の取組や日本語による支援について知見を深めることができ、日々の実践の改善につながっ

た。

・ 市教委主催の連絡会では、情報交換を行うことにより、サポーターが日々の業務の中で感じているニーズ

を把握することにつながり、教材などの支援を適宜行うことができた。

・ 個々の児童生徒の日本語能力や日本での生活状況に個人差があることから、今後も協議会等をとおし

て、サポーターの資質の向上を図り、それぞれに対応した支援方法を検討する必要がある。

（２） 

・ 日本語教育サポーターを個別に配置することで、支援を必要とする児童生徒にきめ細やかな支援を行うことが

できた。

・ 拠点校日本語教育指導教員がサポーター配置校への訪問を行うことで、サポーターとの連携を密にすることが

でき、児童生徒に対するより良い支援につながった。

・ 日本語サポーターが適切に配置されるよう、市独自に調査を行い、状況を把握する。

（３）

・ 「特別の教育課程」に基づいて、各学校が対象児童生徒一人一人の実態に応じた指導を行い、児童生

徒の日本語能力の向上と、授業内容の習熟を図ることができた。

・ 学校が組織として支援できる体制づくりを目指して「個別の指導計画」を作成していく必要がある。

・ 児童生徒の日本語能力の発達について把握し、計画作成に反映させていく必要がある。「特別の教育課

程」について理解を深め、対象児童生徒一人一人の実態に応じた指導をすることができた。

・ 「個別の指導計画」について、日本語教育サポーターの役割だけでなく、学校が組織として支援できる体

制づくりが必要である。

（４） 

・ 連絡協議会において、情報交換を行うことで実践を共有し、実践の改善につなげることができた。

・ 日本語教育についての有資格者によるサポーターへの助言や、サポーター同士の配置校への訪問実施



も視野に入れて、成果の普及をとおした支援の充実を図る必要がある。 

本事業で対応した幼児・児童

生徒数 

 

幼稚園等 小学校 中学校 
義務教育 

学校 
高等学校 

中等教育 

学校 

特別支援 

学校 

０人 

（  ０園） 
    ５人 

（  ３校） 
   ３人 

（ ２校） 

 ０人 

（  ０校） 
    ０人 

（  ０校）  
   ０人 

（  ０校） 
０人 

（  ０校） 

うち、特別の教育課程で指導

を受けた児童生徒数  
 ２人 

（   ２校） 
   ３人 

（ ２校） 
    ０人 

（  ０校） 
    ０人 

（  ０校） 
    ０人 

（  ０校） 
０人 

（   ０校） 

４．その他（今後の取組予定等） 

 

 

 

※ 枠は適宜広げること。（複数ページになっても差し支えない） 成果物等があれば別途提出すること。 

※ 事業内容報告書の概要は、様式９（添付１）の５．成果イメージ資料のポンチ絵と併せて、文部科学省ホーム

ページで公開する。 


